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 本市市民の恒久平和と核兵器のない世界を望む思いに心を寄せて、本市議会では、平和都市宣言に関す

る決議案が平成元年３月 29 日に、また、核兵器のない世界を求める意見書案が平成 21 年６月 24 日、そ

れぞれ採択されました。 
 私たちは、その本市議会議決をもとに、市長に非核平和都市宣言を求めるものです。 
 69年前、米軍の広島・長崎への原爆投下により、今もなお被爆者の生命を脅かしています。ノーモアヒ

ロシマ・ナガサキ、ノーモアヒバクシャを訴えてきました。放射線によって苦しむ人々をこれ以上生み出

してはいけません。 
 2010 年５月の核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議は、「核兵器のない世界の平和と安全を達成する」こ

とに合意し、「全ての国家は核兵器のない世界を達成し維持するために必要な枠組みを築く特別な努力をす

る必要がある」と強調しました。 
 この合意を受けて、2012年４月に開催されたＮＰＴ再検討会議の第２回準備委員会で、核軍縮の人道的

側面に関する共同声明が16カ国の連名で発表され、核兵器を全面廃棄することと述べています。そして、

この年の国連総会、昨年の第３回準備委員会を経て、同年10月、国連総会で日本も初めて参加して、核軍

縮の人道的側面に関する共同声明が125カ国の賛同で発表されました。 
 ことしは、来年の被爆 70 周年、2015 年のＮＰＴ再検討会議で、核兵器全面禁止条約の交渉開始を実現

することを目指して、世界各国の政府と市民社会が人類の生存と子どもたちの未来のために、核兵器のな

い世界を実現するために協力し、行動することが求められています。 
 本市は被爆者が広島、長崎に次いで３番目に多い都市です。また、平和首長会議に加盟しています。 
 市長が目指す「アジアのリーダー都市」にふさわしい「福岡市非核平和都市宣言」を発表し、被爆国の

国民として、姿勢を示していただきたいと考えます。 
よって、以下の事項を請願します。 

 
１．市長に非核平和都市宣言を求めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審   査 

 

年 月 日 

 

平成    年     月    日  

結 

 

果 

 

 

 

 

 

 

委員会    

 平成    年   月    日 

平成      年      月      日 

本会議   

 平成    年    月    日 平成      年      月      日 

 






	【26.6.6署名追加】H26年請願第6号（非核平和都市宣言について）
	H26請願第６号　非核平和都市宣言について

